
  

令 和 元 年 ９ 月 ２ ０ 日 

鉄道局安全監理官室 
 

鉄軌道の運転事故件数 過去 30 年間で最小 

～鉄軌道輸送の安全に関わる情報（平成 30 年度）を公表～ 

今般、平成30年度の「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」を取りまとめましたので、お知らせい
たします。 
運転事故は、長期的に減少傾向であり、平成30年度においても前年度と比べて31件減少し、

639件でした。この件数は、過去30年間で最小となります。 
輸送障害は、長期的に増加傾向ですが、平成 30 年度は前年度と比べて 236 件減少し、5,698

件でした。 
引き続き、一層安全な鉄軌道輸送を目指し、各種の安全対策を総合的に推進していきます。 

国土交通省では、「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」について、平成 18年 10 月 1日に施行
された「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律」により新たに加
えられた鉄道事業法等の規定に基づき、鉄道運転事故等の報告、輸送の安全に関する行政指
導の実施状況、安全に関わる鉄道施設の整備状況等について毎年度整理し、公表しています。 

（ポイント） 

○ 運転事故は、踏切事故対策、ホームの安全対策等を実施してきた結果、長期的に減少傾向
であり、平成 30年度は過去 30年間で最小の 639 件（対前年度比 31件減）であった。その
うち人身障害事故と踏切事故が全体の 9割を占める。 

○ 踏切事故についても、立体交差化や踏切保安設備の整備等を推進してきた結果、長期的に
は減少傾向となっている。 

○ 人身障害事故においては、ホームでの列車等との接触によるものが約半分を占めているが、駅ホ
ームにおけるハード・ソフト両面から転落防止対策を推進しており、平成27年度以降、減少傾
向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転事故の件数及び死傷者数の推移 



○ 輸送障害（列車の運休、旅客列車の30分以上の遅延等）は、長期的に増加傾向であるが、平成

30年度は対前年度比236件減の5,698件であった。そのうち、部内原因はほぼ横ばいであるが、

部外原因及び災害原因は増加傾向にあり、それに伴って輸送障害全体としても増加傾向となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の概要については、添付の概要版をご覧下さい。 

 

 

 

※１．全体版については、当省ホームページをご参照ください。 

http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk8_000001.html 

 

※２．「安全関連設備投資・修繕費の状況」については、その作成に必要な鉄軌道事業者からの

報告書の提出を毎事業年度の経過後 100 日以内としています。このため、今回の公表では、

「安全関連設備投資・修繕費の状況」以外の部分を先行して公表することとし、「安全関

連設備投資・修繕費の状況」については作成でき次第、当省ホームページにて公表いたし

ます。 

 

※３．運転事故の届出等によっては、今後、今回公表した内容に変更が生じる場合がございます

が、この場合は当省ホームページにて掲載いたします。 

 

 

       【連絡先】 

国土交通省 鉄道局 安全監理官室 

担当 坂元、吉永  

代表 03-5253-8111(内40762、40766） 

直通 03-5253-8550 ／ FAX 03-5253-1634 
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令和元年９月 

 

鉄軌道輸送の安全に関わる情報（平成３０年度） 

〔概 要 版〕 

 

１．運転事故 

（１）概要 

○運転事故※1の件数は、長期的に減少傾向であり、平成３０年度は６３９件（対前年度比３１件減）、

死傷者数は５３８人（同１７人減）、うち死亡者数は２５５人（同２３人減）でした。（表１参照） 

○乗客の死亡事故は、ありませんでした。 

 

 

表１：運転事故の件数及び死傷者数（平成３０年度） 

 件  数 （対前年度比） 死傷者数 （対前年度比） 死亡者数 （対前年度比） 

列  車  事  故※2 13 件 （± 0件）  2 人 1（△ 4人）  0 人  （± 0人） 

 

  列車衝突事故※3 4 件 （＋ 1件） 2人 （＋ 2人） 0人 （± 0人） 

  列車脱線事故※4 9 件 （△ 1件） 0人 （△ 6人） 0人 （± 0人） 

  列車火災事故※5 0 件 （± 0件） 0人 （± 0人） 0人 （± 0人） 

踏  切  事  故※6 226 件 （△24件） 149 人  （△20人） 89 人  （△22人） 

 
  踏切道における 

列車事故  
0 件 （△ 1件） 0人 （△ 1人） 0人 （± 0人） 

   踏切障害事故 
※7 226件 （△23件） 149人 （△19人） 89人 （△22人） 

道 路 障 害 事 故※8 23 件 （△ 9件）  10 人  （± 0人）  1 人  （＋ 1人） 

人 身 障 害 事 故※9 370 件 （＋ 2件） 377 人  （＋ 6人） 165 人  （△ 2人） 

 

うち線路内立入り等に 

よる列車との接触 
182件 （△ 6件） 184人 （△ 5人） 136人 （＋ 1人） 

うちホームでの 

列車との接触 
176件 （± 0件） 178人 （± 0人） 29人 （△ 1人） 

物 損 事 故※10 7 件 （△ 1件）   

合 計 639件 （△31人） 538 人 （△17人） 255 人 （△23人） 

※1  「運転事故」とは、列車事故、踏切障害事故、道路障害事故、人身障害事故、物損事故をいいます。 

※2  「列車事故」とは、鉄道における列車衝突事故、列車脱線事故及び列車火災事故をいいます。 

※3  「列車衝突事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が他の列車又は車両と衝突し、又は

接触した事故をいいます。 

※4  「列車脱線事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が脱線した事故をいいます。 

※5  「列車火災事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）に火災が生じた事故をいいます。 

※6  「踏切事故」とは、踏切道における列車事故及び踏切障害事故をいいます。 

※7  「踏切障害事故」とは、踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又は接触した

事故（列車事故を除く。）をいいます。 

※8  「道路障害事故」とは、踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又
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は接触した事故（列車事故を除く。）をいいます。 

※9  「人身障害事故」とは、列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故（列車事故、踏切障害事故及び道路障

害事故に伴うものを除く。）をいいます。 

※10 「物損事故」とは、列車又は車両の運転により五百万円以上の物損を生じた事故（列車事故、踏切障害事故、道

路障害事故及び人身障害事故に伴うものを除く。）をいいます。 

※11 自殺を起因とする事象については、運転事故に該当しません。ただし、自殺と断定できないものについては、運転

事故としています。また、自殺行為に直接巻き込まれたことにより第三者が死傷した場合についても、同様の扱い

としています。 

 

 

図１：運転事故の件数及び死傷者数の推移 

 

 

図２：運転事故の種類別の件数及び死傷者数（平成３０年度） 

 

① 件  数                      ② 死傷者数                     ③ 死亡者数 
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（２）踏切事故 

○平成３０年度に発生した踏切事故の件数は、運転事故全体の３５．４％に当たる２２６件（対前

年度比２４件減）でした。 (表１参照)  

○平成３０年度に発生した踏切事故による死傷者数は１４９人（運転事故に占める割合２７．７％、

対前年度比２０人減）であり、うち死亡者数は８９人（同３４．９％、同２２人減）でした。 

 

 

図３：踏切事故の件数及び死傷者数の推移 
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自動車
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図４：踏切事故の発生状況（平成３０年度） 

 

① 踏切種別別                   ② 衝撃物別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 原因別                      ④ 関係者年齢別 

※1  「第１種踏切道」とは、自動遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、「踏切道を通過するすべての列車

又は車両」又は「始発の列車（軌道事業においては、車両）から終発の列車（軌道事業においては、車両）までの

時間内における列車又は車両」に対し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道をいいます。 

※2  「第２種踏切道」とは、踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対し、遮

断機を閉じ道路を遮断する踏切道をいいます。 

※3  「第３種踏切道」とは、踏切警報機は設置しているが、踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※4  「第４種踏切道」とは、踏切警報機及び踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※5  「直前横断」とは、踏切道において、列車又は車両（以下「列車等」という。）が接近しているにもかかわらず、踏切

道を通行しようとする自動車、二輪・原動付自転車又は軽車両若しくは人が、無理に又は不注意に踏切道内に進

入したため列車等と衝突したものをいいます。 

※6  「落輪・エンスト・停滞」とは、自動車等が落輪、エンスト、交通渋滞、自動車の運転操作の誤り等により、 踏切道

から進退が不可能となったため列車等と衝突したものをいいます。 

※7  「側面衝撃・限界支障」とは、自動車等が通過中の列車等の側面に衝突したもの及び自動車等が列車等と接触す

る限界を誤って支障し停止していたため列車等が接触したものをいいます。 
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（３）人身障害事故 

○平成３０年度に発生した人身障害事故の件数は、運転事故全体の５７．９％に当たる３７０件

（対前年度比２件増）でした。 (表１参照) 

○なお、平成３０年度に発生した人身障害事故による死傷者数は３７７人（運転事故に占める割

合７０．１％、対前年度比６人増）、うち死亡者数は１６５人（同６４．７％、同２人減）でした。(表

１参照) 

 

 

図５：人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

239
212

237 254
231 230

197 217 201 211 197
169 180

201 201
177 194 194 201 198 191

234
195

172 183
193

185
211

167 165

249

182

179

170

391

179

175
172 182 146 167

168 140
138 140 169

189 194
229 247

226

235

250
260 243

258 235
222

204 212

429

384
409 406 397 392

363
382 369

346 356
332

316
332 339 342

368
383

424
436

396

463

432 429 421

449

416
429

368 370

0

100

200

300

400

500

600

700

H1 H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（年度）

負傷者数（人）

死亡者数（人）

件数（件）



 

6 

図６：人身障害事故の原因等別の件数及び死傷者数（平成３０年度） 
 

 

 

① 件  数                   ② 死傷者数                    ③ 死亡者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７：ホームでの接触及び線路内立入り等での接触による人身障害事故件数の推移 
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２．輸送障害 

○輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）の件数は、長期的に増加傾向です

が、平成３０年度は５，６９８件（対前年度比２３６件減）でした。(図８参照) 

○鉄道係員、車両又は鉄道施設等（部内原因）に起因する輸送障害は、１，４３２件（輸

送障害に占める割合２５．１％、対前年度比２５件減）でした。 

○線路内立入り等（部外原因）による輸送障害は、２，５９８件（輸送障害に占める割合４５．６％、

対前年度比１４３件増）でした。 

○風水害、雪害、地震等の自然災害による輸送障害（災害原因）※は、１，６６８件（輸送障害に

占める割合２９．３％、対前年度比３５４件減）でした。 

 

 

図８：輸送障害件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 自然災害による輸送障害（災害原因）は、従来より、１事業者の１つの事象（台風、地震等）における運休や

遅延を１件と計上しています。例えば、平成３０年７月豪雨で、ある事業者の複数の路線で多数の運休が数

日間発生した場合でも１件と計上しています。 
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